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研究成果の概要： 
2002 年の「国家安全保障戦略」（ブッシュ・ドクトリン）は、テロリズムが大量破壊兵器と結

合することによって甚大な損害をもたらしかねないとして、先制的な軍事行動を容認する主張

を展開したが、その主張は諸国の受け入れるところとなっておらず、自衛権の行使は現在にお

いてもせいぜい急迫した脅威に対して可能ということができるに留まる。 
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１．研究開始当初の背景 
2001 年の同時多発テロ事件を受けて、ブッシ
ュ大統領は、2002 年に「国家安全保障戦略」
を発表し、テロリズムと大量破壊兵器の結合
という新しい脅威に対して、先制的に軍事行
動を起こすことができると主張し、国際法の
側面からそれを正当化したが、国連のアナン
事務総長はそれに懸念を表明した。 
 

２．研究の目的 
本研究は、2001 年の同時多発テロを受けて
アメリカが主唱するようになったいわゆる
「先制行動論」を出発点として、国際法にお
ける「先制的自衛権」の概念を歴史的および
現代的視点から検討しようとするものであ
る。 
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３．研究の方法 
自衛権に関する論考を広く収集してその検
討を行うと共に、研究の背景ともなった「国
家安全保障戦略」および「アナン報告」につ
いて、その起草過程、その内容、それに対す
る諸国の反応、学説の動向などを含めて包括
的に検討を行った。 
 

４．研究成果 
以上の検討の結果、9.11 を契機にアメリカに
よって提唱された先制行動論は、近年テロの
犠牲になった一部の国を除いて、国際社会全
体としては受け入れられていないという結
論に至った。 
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